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Ⅰ 教職課程の現状及び特色 

  

１ 現状 

(１) 大学名：鹿児島国際大学 

(２) 所在地：鹿児島県鹿児島市坂之上８丁目３４－１  

(３) 学生数及び教員数 

（令和４年５月１日現在） 

学  部  名  称  経済学部  福祉社会学部  国際文化学部  

学  科  名  称  経済学科  経営学科  社会福祉学科  児童学科  ㊄際文化学科  音楽学科  

学生数（在学者１～４年） 662 641 334 536 518 80 

（教職課程履修学生数）

※但し､１年生を除く  33 37 32 391 72 50 

教   員   数  15 18 15 18 20 8 

（教職課程科目担当教員数） 12 16 14 16 10 6 

２ 鹿児島国際大学の特色 

（1） 大学全体の特色 

鹿児島国際大学(以下、本学)の前身は、南九州の実業界をはじめ各界多年の要望に応

えて、1932 年(昭和 7 年)に設立した「鹿児島高等商業学校」である。当時九州には、

経済･商業関係の高等教育機関としては、官立の九州帝国大学法文学部、長崎高等商業

学校、大分高等商業学校があったが、本学園(学校法人津曲学園)の鹿児島高等商業学

校は、私学としては九州で最初のものである。 

その後、鹿児島経済専門学校と改称し、また、1950 年(昭和 25 年)の学制改革にあた

り、鹿児島商科短期大学となったが、1960 年(昭和 35 年)に地域社会の要望に応えて、

新しく鹿児島経済大学(経済学部経済学科)として発足し、さらに 1965 年(昭和 40 年)

経営学科を設置した。そして、1982 年(昭和 57 年)時代の趨勢に応えるために社会学

部(産業社会学部、社会福祉学科)、2000 年(平成 12 年)国際文化学部(言語コミュニケ

ーション学科、人間文化学科)を設置した。さらに、本学園に属する鹿児島短期大学の

児童教育学科を社会学部に組み入れ４年制の児童学科とするとともに、翌 2001 年(平

成 13 年)に学部名称を社会学部から現在の福祉社会学部へ変更した。その後、2010 年

(平成 22 年)に、鹿児島国際大学短期大学部と改称していた同短期大学部の音楽科を国

際文化学部の新たな学科として音楽学科として引き継いだ。 

なお、この既存 3 学部にはすべて大学院(修士課程・博士課程)が設置されている。 

2023年(令和 5年)4月には、文部科学省の設置認可を得て、新たに看護学部が発足し、

既に学生募集に取り組んでいる。 

したがって、本学は 2023 年度(令和 5 年度)にはこれまでの既存 3 学部に加え 4 学部

を擁する南九州随一の私学の総合大学である。 



 

 

本学は「東西文化の融合」・「士魂商才」を主旨とする建学の精神のもと、「学問的、

実践的実力の養成」に主眼を置いた「人間的誠実と穏健な実力のある人材の育成」と

いう教育目標を具現化している。このような教育目標は、鹿児島県を中心とする南九

州をはじめ各地域社会に高く評価され、卒業生の多くが地域社会発展の牽引役として

活躍の場を与えられている。  

（2） 鹿児島国際大学の教職課程の特色 

本学の教職課程は、上記の建学の精神のもと、新制大学として発足当時から教員養

成に積極的に取り組み、経済学部のみの段階から高等学校の商業、中学校の社会科の

学校教員を多数輩出している。現在でも鹿児島県内の高等学校商業科の教員の出身大

学では最も多く、中学校社会科の教員も鹿児島大学に次いで多数の教員が在職してい

て、高等学校や中学校で学校管理職として勤務しているものも少なくない。このこと

は、本学の教職課程が県教育委員会や学校現場から一定の評価を受けているものと考

えている。  

現在、本学の教職課程は、学部においては「幼稚園教諭一種免許状」、「小学校教諭

一種免許状」、「中学校教諭一種免許状（国語、英語、社会、音楽）」、「高等学校教諭一

種免許状（国語、英語、地理歴史、公民、音楽、情報、商業、福祉）」、「特別支援学校

教諭一種免許状」の認定に至っている。 

本学の教職課程認定は下記の通りである。 

 

■幼稚園教諭一種免許状 

【免許状の種類及び教科】 【課程を置く学部・学科】 

幼稚園教諭一種免許状 福祉社会学部 児童学科 

 

■小学校教諭一種免許状 

【免許状の種類及び教科】 【課程を置く学部・学科】 

小学校教諭一種免許状 福祉社会学部 児童学科 

 

■中学校教諭一種免許状 

【免許状の種類及び教科】 【課程を置く学部・学科】 

中学校教諭一種免許状（国語） 国際文化学部 国際文化学科  

中学校教諭一種免許状（英語） 国際文化学部 国際文化学科  

中学校教諭一種免許状（社会） 経済学部 経済学科 

経済学部 経営学科 

福祉社会学部 社会福祉学科  

中学校教諭一種免許状（音楽） 国際文化学部 音楽学科 

 

■高等学校教諭一種免許状 

【免許状の種類及び教科】 【課程を置く学部・学科】 

高等学校教諭一種免許状（国語） 国際文化学部 国際文化学科  

高等学校教諭一種免許状（英語） 国際文化学部 国際文化学科  



 

 

高等学校教諭一種免許状（地理歴史） 経済学部 経済学科 

経済学部 経営学科 

高等学校教諭一種免許状（公民） 経済学部 経済学科 

経済学部 経営学科 

福祉社会学部 社会福祉学科  

高等学校教諭一種免許状（音楽） 国際文化学部 音楽学科 

高等学校教諭一種免許状（情報） 経済学部 経営学科 

高等学校教諭一種免許状（商業） 経済学部 経済学科 

経済学部 経営学科 

高等学校教諭一種免許状（福祉） 福祉社会学部 社会福祉学科  

 

■特別支援学校教諭一種免許状  

【免許状の種類及び教科】 【課程を置く学部・学科】 

特別支援学校教諭一種免許状  福祉社会学部 社会福祉学科  

 

■中学校教諭専修免許状 

【免許状の種類及び教科】 【課程をおく学部・学科】 

中学校教諭専修免許状（社会） 経済学研究科地域経済政策専攻  

中学校教諭専修免許状（英語） 

中学校教諭専修免許状（国語） 

国際文化研究科国際文化専攻  

 

 

■高等学校教諭専修免許状 

【免許状の種類及び教科】 【課程をおく学部・学科】 

高等学校教諭専修免許状（公民） 

高等学校教諭専修免許状（商業） 

経済学研究科地域経済政策専攻  

高等学校教諭専修免許状（福祉） 福祉社会学研究科社会福祉学専攻 

高等学校教諭専修免許状（英語） 

高等学校教諭専修免許状（国語） 

国際文化研究科国際文化専攻  

 

上記の教員免許状取得のため、本学における教職課程指導(支援)の特色は下記に示

すものである。 

① 全学的な教職課程のマネジメント 

全学的な組織として教職課程・教育実習委員会がある。すべての学部学科から構成

された委員で、教職課程や教育実習に関する事項について協議している。 

また、事務組織として教務部に教務課と併置する形で実習支援課が置かれ、教育実

習に留まらず、介護等体験や各種学校現場体験プログラム等を含め教職課程全般につ

いて学生支援を行う部署となっている。 

② 実務家教員の専任配置 

児童学科の小学校や幼稚園、社会福祉学科の特別支援の教職カリキュラムにおいて、



 

 

学校現場で十分な経験のある実務家教員を多数専任配置しており、実践的な教職指導

を行っている。 

③ 県教育委員会や県総合教育センターとの連携 

本学で教職課程を履修する学生の大半が、鹿児島県での学校教育に従事したいとの

希望が強く、本学の教職課程では鹿児島県教育委員会と連携した形の教員養成を志向

している。したがって、後述する離島の極小規模校における特色ある学校現場体験や

離島へき地教育科目の導入を行うとともに、2021 年度までは鹿児島大学に次ぐ規模

の免許状更新講習を実施してきた。 

鹿児島県総合教育センターとも積極的に連携し、同センターにおける各種研修事業

に対する本学教員の講師派遣(無償)を行うとともに、同センターが実施する研修講座

に学生を積極的に参加させる取組を実施している。同センターが鹿児島県で教員をめ

ざす学生を対象とした大学キャンパスで実施する出張講座を誘致して学生の参加を

促す取組を続けている。その結果、鹿児島県内で本学学生の参加数は例年トップであ

り、2022 年度から従来年 1 回であった本学キャンパスでの開催が、県内で唯一、年

2 回の実施が実現している。 

④ きめ細かな教職課程の履修支援  

本学は、教職課程に限らず毎年補講率 100％を達成している。教職課程に関わる授

業も同様である。教育実習においてもすべての実習学生に対し担当教員を充当し、学

校との連絡調整や評価授業等での参観等を県内県外を問わず行うことを原則として

いる。 

実習支援課では、1 年次の教職課程履修者希望者への説明会、教職課程履修者への

履修カルテの記入及び活用の説明会、教育実習の事前説明会、介護等体験の事前説明

会、三島村学校現場体験説明会および成果報告会等を実施している。 

⑤ 特色ある学校現場体験プログラム 

本学では、10 年以上前から、本県鹿児島郡三島村の三島村教育委員会の連携協力を

得て、三島村学校現場体験プログラムを実施している。４泊５日から５泊６日の行程

で、竹島、硫黄島、黒島という各島人口 200 人以下の各離島の 4 つの義務教育学校

に 2 年生以上の学生を毎年 8 名ずつ派遣している。学生の自己負担は最小限度とし、

大半の費用は大学が負担する形での実施である。県内に多くの離島へき地を有する本

県の教育現場において、この学生時代の体験は貴重なものとなるはずである。 

その他、児童学科や社会福祉学科、国際文化学科で、複数の教員のゼミにおいて、

ゼミ単位で学校教育現場での体験活動(学校ボランティア活動を含む)が実施されて

いる 

Ⅱ 基準領域ごとの自己点検・評価 

 
基準領域１ 教職課程に関わる教職員の共通理解に基づく協働的な取り組み 

（１）基準項目１－１ 教職課程教育に対する目的・目標を共有 

［現状説明］ 

本学における教職課程はすべて、各学部学科あるいは履修コースごとに課程申請さ

れ認可を受けているが、目的養成学科である児童学科はもちろんのこと、開放制のも



 

 

とでの教職課程となる各学部学科にあっても学部学科のディプロマポリシー等を踏

まえて教職課程カリキュラムを整備している。また、各学部学科のおける教職課程カ

リキュラムの改編はすべて後述の教職課程・教育実習員会で審議されることが決めら

れており、理解の全学共有化に一定の役割を果たしている。以下、各学部(学科)ごと

に説明する。 

【経済学部】 

経済学部では、経済及び経営に関する専門的な教育研究を行い、 理論だけでなく実践

的な知識、国際社会及び地域社会の発展に貢献する人材を養成することを目的としている。 

 経済学科は 「日本経済」 及び 「金融・国際経済」の 2 領域に属する諸科目を配置、経営

学科では「組織マネジメント」 と 「会計」 を 2 つの柱とし、これに加えて 「情報」や「地域ビジ

ネス」などの領域を設け、現場や地域社会での実践を体験しながら学んでいる。  

 両学科とも教職課程を重要な教育カリキュラムと位置付け、鹿児島の教員としての素養を

持った教員の育成を目指し、教職課程教育に取り組んでいる。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

社会福祉学科は、福祉に関する専門的知識を教授し、福祉・医療・介護・教育分野の社

会福祉全般にわたる幅広い専門知識と技術を学び、福祉社会を実践的に支える人材を養

成することを目的としている。この目的を達成するために、ディプロマ・ポリシーとして、次の３

点をあげている。 

○幅広く深い教養と豊かな人間性を持ち、社会福祉の専門的な支援をするために必要な知

識と対人支援の技能を修得している｡（知識・技能） 

○社会的な支援を必要とする人々にとって必要な支援を考え、支援の方策を立案し，適切

に説明することができる。（思考・判断・表現） 

○地域社会の問題や社会的な支援を必要とする人々に関心を持ち、改善を目指して個人や

社会に働きかける意欲を身に付けている｡（関心・意欲・態度） 

社会福祉学科の教職課程では、上述のことを踏まえ、「福祉の支援者としての専門性とと

もに、学校教育の指導者としての専門性を共に兼ね備えた教師の育成」を目指している。子

どもたちの多様化が進み、様々な困難や課題を抱える児童生徒が増える中、学校教育には、

子どもの発達や教育的ニーズを踏まえつつ、一人一人の可能性を最大限伸ばしていく教育

が求められている。このような状況において、「福祉の支援者としての専門性とともに、学校教

育の指導者としての専門性」を共にもつことが今までよりも更に求められることになる。 

以上のような社会福祉学科の目的や育成を目指す教師像については、教員全員が共有

している。また、学生には、大学の HP 及び学生便覧、履修要項において、教員養成の目標、

目標を達成するための計画を掲載するとともに、社会福祉学科の新入生ガイダンス等で説明

している。また、12 月に教職課程履修希望者説明会を実施し、育成を目指す教師像につい

て共有している。 

【福祉社会学部（児童学科）】 

児童学科では、子どもに関する専門的知識を教授し、子どもたちの未来を創造していける

豊かな感性と深い知識をもつ、子どもをめぐる諸問題に積極的に関わる人材を養成すること

を目的としている。 

ディプロマ・ポリシーの「子どもの教育や福祉に関する多様な専門知識・技術とは幅広く深

い教養と豊かな人間性を身に付けている」「修得した知識などを活用して、子どもの教育や福



 

 

祉に関する課題について深く考え、その考えを明確に表現できる」「子どもに関する課題に対

して多大な関心を持ち、地域において子どもの教育や福祉に積極的に関わることができる」を

全ての教員が共有し、より質の高い教員養成を目指し努力している。 

また、学生に対しては学生便覧、履修要項等で教員養成の目標及び年次スケジュールを

具体的に提示するとともに、目指す教師像について共有している。 

【国際文化学部（国際文化学科）】 

国際文化学科では、中高の国語および英語の教職課程を置いている。国際文化学科の

複数のカリキュラムコースに対応する形で、ディプロマポリシーとの対応が図られていることが

特色である。したがって、教職課程に対する学科の理解の共通は常に図られていると言え

る。     

また、学科内に教育学および心理学の教職科目担当者が専任で配置されていて、全学

組織である教職課程・教育実習委員会にも最も多数の委員を送っており、円滑な教職課程

運営を行っている。 

【国際文化学部（音楽学科）】 

音楽学科では、教職課程に関わる科目担当専任教職員と非常勤講師により課程運営を

円滑に行うために、教職課程・実習室運営委員による密な連絡伝達を行い、目的・目標の認

識共有と運営実施を行っている。 

また、音楽学科の入学学生の安定確保のためにも、教職へのキャリアパスの実現は極めて

有効であると共通理解し、教職へのガイダンスを強化している。 

 

［長所・特色］ 

各学部学科ごとに設定された教職課程カリキュラムは、各学部学科のディプロマポ

リシーを強く反映しているが、すべての学部が同一キャンパスにある強みを活かし、

教職科目のうち、教育原理や教育方法・技術論、教育心理学、学校教育相談、生徒・

進路指導論などの基礎的科目を共通開講していることで、学びのレベルの質保証に努

めている。  

また、三島村学校体験プログラムに代表される本学の特色ある学校現場体験プログ

ラムや離島へき地教育の授業等は、全学部全学科の学生に等しく開かれている。以下

に、学部ごとの説明を行う。  

【経済学部】 

 経済学科・経営学科では、中 1 種社会、高 1 種地歴、高 1 種公民、高 1 種商業の教員免

許を、さらに経営学科ではこれらに加え、高 1 種情報の教員免許を取得することができる。 

 特色として、文系学科において高 1 種情報の免許を取得することができること、学内システ

ムを通じて教育実習担当教員以外でも教職課程希望学生の状況を把握できることが挙げら

れる。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

本学科の教職課程の履修により、取得できる免許状は以下のとおりである。 

・中学校教諭一種免許状（社会） 

・高等学校教諭一種免許状（公民） 

・高等学校教諭一種免許状（福祉） 

・特別支援学校教諭一種免許状（知的） 



 

 

これらの全ての免許状を取得し、卒業している学生もいる。 

子どもたちの多様化が進み、様々な困難や課題を抱える児童生徒が増える中、学校教育

には、子どもの発達や教育的ニーズを踏まえつつ、一人一人の可能性を最大限伸ばしていく

教育が求められている。 

令和３年 1 月の中央教育審議会答申にあるように、これからの「令和の日本型学校教育」

にとって、全人格的な発達・成長の保障、居場所・セーフティネットとしての福祉的な役割は

ますますその必要性を増し、また、特別支援教育に関する専門性は全ての教師に求められ

ており、「高等学校福祉」や「特別支援学校」の教職免許状を取得できる社会福祉学科の役

割は大きい。 

 卒業後は、多くの卒業生が特別支援学校に勤務している。また、本学科の専門科目は、社

会福祉士国家試験受験資格取得が中核になっているため、福祉に精通し、福祉の専門家と

しての教育者を育成することが可能となる。 

【福祉社会学部（児童学科）】 

 目指す教師像として、「心身ともに健やかで、明朗活発な教師」「高い専門性と幅広い教養

をもち、謙虚に学び続ける教師」「情熱と使命感にあふれ、教育的愛情をもつ教師」「人間性

豊かで的確なコミュニケーション能力をもつ教師」を掲げ、各年次で「履修カルテ」「教職オリ

エンテーション」等において、自分自身の目標を確かに持たせ、教職履修、教育実習、教員

採用試験対策に至るまで、将来質の高い教員となることを目指して丁寧な指導を計画的に

行っている。 

【国際文化学部（国際文化学科）】 

国際文化学科の専門教育の大きな特色である少人数ゼミ形式のよさを活かし、教職課程

担当でない学部の専任教員もゼミ生が教育実習時は実習校訪問を分担するなど、教職課

程教育を学部全体で行っており、その活動の中で目的・目標が共有されている。 

英語の教職課程では、２名のネイティブスピーカーの専任教員がきめ細かい指導を行って

いる。 

【国際文化学部（音楽学科）】 

専任教員と非常勤教員による連絡・連携により、実習校から指摘された問題点等に取り組

み、課程履修者の「音楽科教育に携わる教員としての資質」向上を目標として各種の改革を

行った。一例として、ここ数年でピアノと声楽実技の履修内容について、教職課程履修者が

ある程度の演奏経験を有することができるよう配慮された履修時期見直しと修得内容変更を

実施し、教育実習に備えた。その成果が、その後の採用試験現役合格、および教員採用総

数の増加に表れており、協働による特色の一つといえる。 

 

［取り組み上の課題］ 

各学部学科におけるディプロマポリシーやカリキュラムポリシーはアドミッショ

ンポリシーとともに常に点検され、必要に応じて修正されるが、本学においては教職

課程に特化したポリシーを明文化しているわけではない。今後、こうした本学におけ

る教員養成の理念に関する明文化は急務であろう。 

また、鹿児島県教育委員会の教師育成指標との関連も検討すべき課題である。 

また、令和４年度は、令和２年度、３年度に続き、コロナの影響を教職課程は有形

無形に受けてきたのも事実である。教育実習校の受け入れ調整に多くの時間を要した



 

 

ことや、介護等体験における特別支援学校での受け入れが中止になり代替措置が必要

だったことが挙げられる。 

以下に、各学部ごとの課題を挙げる。 

【経済学部】 

高校商業科や高校情報科において、両学科におけるカリキュラム・ポリシーと鹿児島県教

育委員会が掲げているかごしま教員育成指標とを完全に合致させることが難しい点をあること

も事実である。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

コロナ禍の影響もあり、教育実習期間以外での学校参観やボランティアなどの時間を十分

確保できず、学生が在学中に学校現場での実践を通した育成を目指す教師像を具体的に

明確化するまでには至っていない。 

また、非常勤講師に対して、教職課程について、履修要項等を配布し説明しているが、社

会福祉学科の教育に関する目的・目標を共有する手段や場を確立するまでには必ずしも至

っていない。 

【福祉社会学部（児童学科）】 

理念・目標や目指す教師像については、働き方改革など社会の変化等を踏まえ、改善が

必要な時期に来ていると考える。  

Society5.0 や SDGs などの最近の教育上の課題や目標を反映させていくことも必要になっ

てくると考える。 

【国際文化学部（国際文化学科）】 

現時点で、専任教員においては教職課程の目的・目標を共有できているとしても、教職課

程に対する目的・目標を非常勤講師を含めた教職員全員が定期的に確認・共有し直す仕

組み（教職課程 FD）が学部内・学科内レベルで必要である。 

【国際文化学部音楽学科）】 

音楽学科は学科の性格上、多数の非常勤講師を任用していて、科目担当教職員同士の

情報交換などが、詳細にわたるものではないことから、十分な状況把握と対応ができる場合と

そうでない部分がある。特に、実習事前事後の学生への各種のケアにおいて、実際に科目を

担当する非常勤教員が実習現場の状況を参観できていないため、専任教員が対応を行っ

ており、現場と本学教員の間での意志疎通や誤解の払拭などに努めているが、センシティブ

な問題が発生した際の対処が難しい面がある。 

 

（２）基準項目１－２ 教職課程に関する組織的工夫 

［現状説明］ 

本学は、平成 22 年度の中教審答申に謳われた「教員養成カリキュラム委員会」を

「教職課程・教育実習委員会」として組織している。本委員会は教職課程を置く各学

科から 1 名以上の専任教員に加え、教育学、心理学、特別支援の教職科目代表教員

各 1 名から組織され、委員の中から互選で委員長を置いている。また、教務部長、

教務次長、実習支援課課長以下課員が陪席する。  

本委員会は、中教審答申が求める全学的な教員養成課程の確かな運営を目的に以下

の事項について毎月 1 回以上の会議を開催し審議を行っている。 

① 教員養成に関する理念及び構想に関すること 



 

 

② 教員養成に関わる法令及び通知に関すること 

③ 教職課程の管理及び調整に関すること（課程申請や再課程申請含む） 

④ 教育実習、介護等体験の実施、運営に関わること  

⑤ 教育職員免許状の申請及び指導に関わること 

⑥ 教職志望学生への教員採用試験対策やキャリア支援に関わること 

⑦ 教育委員会等との連携・協力に関わること 

⑧ 教職課程科目等履修生の受け入れと指導に関わること 

⑨ 現職教育職員へのフォローアップ研修や連携協力に関わること 

⑩ その他、目的達成に必要な事項  

これらの審議事項の多くは各学部教授会で報告され、各学部で取り組まれるが、全

学事務局として、教務部の中に実習支援課（課長 1 名、課長補佐１名、係長 1 名、

課員 3 名）が置かれ、教育委員会や実習校など対外的な業務だけでなく、教職課程

履修学生への各種ガイダンスや個別相談に積極的に応じている。 

とくに、⑥の事項については就職キャリアセンターとも強く連携している。 

また、教員の業績等(文部科学省による教職課程認定に基づく教員業績)に関しては、本

学のホームページ 「研究者一覧」 (担当授業科目に関する研究業績の状況、担当教員の

実務経験の状況等を掲載) で確認することができる。 

以下に、学部ごとの状況を説明する。 

【経済学部】 

 高校情報科の教職課程維持のため専任教員を新たに配置している。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

本学で、特別支援学校教諭免許状を取得できるのは社会福祉学科のみであり、教職課程

認定基準を踏まえた教員を配置している。また、社会福祉学科の教職課程では、研究者教

員と実務家教員が併せて４人いるが、全員、全学組織の教職課程・教育実習委員会に所属

しており、実習支援課の事務職員とともに、協働体制を構築している。 

【福祉社会学部（児童学科）】 

 本学科における教職課程の教員の配置は、教職課程認定基準に定められた必要選任教

員数を満たしている。また、幼稚園、小学校、中学校等の学校現場での実務経験を持つ専

任教員も 7 人程配置されている。 

【国際文化学部（音楽学科）】 

音楽教育分野の専門担当が非常勤教員であることから、音楽学科全専任教員にて、補う

べき項目への協力体制を学科内で築いてきた。そのため、教育実習校評価授業参観や、3

年次における各種実習と教科教育（音楽）の授業参観などに関わり、学生の課程履修時の

意欲増大をねらった支援ができるよう、学科全体で運営している。 

 

［長所・特色］ 

本学の教職課程の的確な運営は、本学が鹿児島県教育委員会を始め県内各学校に大

きな信頼を得てきたことで支えられている。また、実習支援課がこれまで蓄積してき

た数多くの知見や経験のもと、同課員の努力の賜物である。 

以下に、各学部ごとの特色を説明する。 

 



 

 

【経済学部】 

経済学部における教職課程の教員配置は、多くの教員免許を取得できる状況にありなが

ら、文部科学省「教職課程認定基準」に定められた必要専任教員数と同水準の教員配置に

なっている。このことは、経済学部の教職課程で共通理解・協力体制が構築されており、また、

教職課程の学科相当性が理解された教職課程の運用であるといえる。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

社会福祉学科における教職課程の教員の多くが、小・中学校・特別支援学校での実務経

験を有し、特に、特別支援教育を担当する３人は全員実務経験を有しており、実践に即した

内容を教授している。 

また、中学校社会及び高等学校公民の非常勤講師として、同一学園で勤務する現職教

員を招き、実践力の育成に取り組んでいる。 

【福祉社会学部（児童学科）】 

幼稚園実習・小学校教育実習においては、実習生全員に対して本学科教員が実習事前

面談、現場訪問(実習校園への挨拶・実習生の観察及び指導)を行うことを基本としている。

なお、実習生に緊急の問題が生じた場合は、実習支援課職員とゼミ担当教員、訪問教員と

で協議し、実習校園及び本人に対して丁寧な対応を行うようにしている。また、実務経験を有

している職員が多いため、幼稚園や小学校との連絡、相談等を実習支援課職員と連携を密

に取りながら実施している。 

 さらに、幼稚園実習や幼児教育において本学の附属幼稚園である鹿児島幼稚園と連携を

とり、より実践的で充実した教育活動を行っている。 

【国際文化学部（国際文化学科）】 

教職課程担当の教員が学部の講義や演習を担当することで、教職課程教育と学部教育

の有機的連携が常に行われている。 

【国際文化学部（音楽学科）】 

1 年次における「新入生ゼミナール」では、上級生のプレゼンテーションによる大学での学

びや教員免許資格取得とその準備、工夫したことなどを伝える時間を設けており、早期から

課程履修者としての意志決定と意欲増強につなげている。また、教職課程科目担当者が非

常勤講師であるため、課程履修学生と綿密な面談を教育実習前後に行うことで、学生の状

況把握を教員により行い、できるだけ課程履修者の円滑な履修・実習を堅持できる工夫をし

ている。 

 

［取り組み上の課題］ 

冒頭に述べた本学の教職課程･教育実習員会は大学執行部の副学長等はメンバーに

含まれない。従って、教職課程に関する教員人事配置などは現時点では審議事項外と

なっている。中教審答申では、教職課程に対する大学執行部の積極的ガバナンスを求

めており、このことは今後検討が必要になるものと思われる。 

現時点で組織的に自己点検・評価が十分行われているとは言い難く、今後具体的な評価

数値の根拠について共通理解を図っていく必要がある。また、全学での FD や SD 研修会は

行われているが、教職課程の質的向上に特化したものをより充実させていく必要がある。 

さらに、現在、ほとんどの学校で児童生徒一人一人にＩＣＴ機器が配布され授業で活用さ

れているが、学生においては教育課程教育を行う上で必要な施設・設備が十分とは言えず



 

 

その整備が急務である。 

また、教職課程をより充実させるために、課程認定上の最低数に留まることなく、

専任教員の配置を増やすことが、すべての学部学科で要望されている。 

 
基準領域２ 学生の確保・育成・キャリア支援 

（１）基準項目２－１ 教職を担うべき適切な人材（学生）の確保 

［現状説明］ 

本学では、将来教職を担うべき適切な人材（学生）を確保すべく、種々の取り組み

を行っている。それは次の２点に集約される。 

① 将来教職を担う入学者の確保  

募集要項やオープンキャンパスにおける本学教職課程の特色の明記や、鹿児島県

や熊本県、宮崎県の各高等学校に対して、本学学生が多数教員の道に進んでいるこ

とを積極的にアピールし、特に児童学科では志願者の増加が続いている。 

② 将来教職を担うにふさわしい学生の教職課程履修受け入れ 

本学では児童学科を除いて、１年次終了時または２年次終了時に教職課程履修学

生の決定を行っている。決定に関する基準は GPA 等の成績だけでなく、出席状況

等の基準を満たした学生のみが教職課程履修が許可される仕組みとなっている。ま

た、教職課程履修者も教育実習参加条件を設け、所定の単位履修者のみが実習に参

加できるようにしている。このことは教職志望学生の学習動機付けを高める効果を

一定持っていて、各教育実習校との信頼を得ている大きな要因ともなっている。 

こうしたいわゆる「縛り」はややもすれば教職課程履修者の減少を招きかねないが、

本学においては少なくともこの５年間、教職課程履修者は増加の一途である。 

なお、入学者に対する本学の教職課程に関する情報提供は、『学生便覧』や『履修要項』、

「本学のホームページ」を通して公開されている。 

以下に、各学部における現状を説明する。 

【経済学部】 

新入生オリエンテーションおよび実習支援課において教職課程を希望する学生を対象と

した説明会を実施し、周知している。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

社会福祉学科の教職課程で学ぶ学生の姿については、履修要項や学科独自の学科案

内パンフレットに明示するとともに、新入生オリエンテーションで資料を提示し、丁寧に説明し

ている。また、学生の募集については、学生オープンキャンパスや学科独自のミニオープンキ

ャンパス、ホームページ、大学案内パンフレット及び学科独自のパンフレットの配布、学校紹

介のための高等学校訪問、同一学園への｢未来探究｣の授業実施、各高等学校への出張講

義などを行っている。 

【福祉社会学部（児童学科）】 

適切な人材確保のために、基礎学力を有し、向上心を持ち、「子どもの教育や福祉に関す

る専門的知識・技術などを修得するために必要な基礎的な能力（読む力、書く力、考える力）

を備えている人」「子どもの教育や福祉に関する課題について考え、その考えを表現できる

人」「子どもに関する課題に関心を持ち、子どもの教育や福祉に関する専門的知識・技術の

修得などに積極的に取り組む意欲のある人」を求めていると、パンフレットやホームページに



 

 

掲示している。また、オープンキャンパスや高等学校訪問等では具体的な学びの姿を模擬授

業等で紹介している。 

【国際文化学部（音楽学科）】 

音楽学科においては、学科在籍者に占める教職課程履修者が多数おり、その育成やキャ

リア支援を学科全体で取り組んでいる。特に、実技科目において、教職従事を視野に入れた

課題への取組を早期から行うこと、そして介護体験など様々な実習期間における実技指導な

どを補講で実施するなど、教職課程履修者への円滑な履修のための支援を積極的に行って

いる。 

 

［長所・特色］ 

上述のように、本学においてはすべての校種において教職課程履修者が増加してい

る。このことは、本学の教職課程の特色が学生に理解され興味を高めることにつなが

ったこと、この５年間、すべての校種で教員採用数が増加し、キャリアパスとして教

職への道が具体化されてきたことが要因であろう。 

本学の入学者に対する教職課程に関する情報提供の特色は、『学生便覧』等での公開の

みでなく、教員養成学科（児童学科）以外の学生についても、実習支援課が支援している点

にある。 

以下は、各学部での特記事項である。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

社会福祉学科では、独自に「ミニオープンキャンパス」として、出前オープンキャンパとオン

ラインオープンキャンパスを希望する高等学校ごとに実施し、学科の教職課程の説明や模擬

授業、進路相談等を行い、学生の確保を行っている。 

また、学科独自の学科案内パンフレットを作成し、教職課程の学生の進路先、大学での学

びの姿、先輩の体験談などを詳細に記載し、学生に分かりやい情報の提供に努めている。 

さらに、鹿児島県で最大の在籍者数を有する同一学園への「未来探究」の授業のコマによ

り、学科の特色や教育課程、卒業後の進路や仕事内容などについて説明を行っている。 

社会福祉学科の履修学生の規模については、特に示していないが、入学前後の教職課

程の種々の説明を通して、毎年、適切な規模の学生が教職課程を希望している。  

本学の他学部・学科の介護等体験を希望する学生に対し、社会福祉学科の教員が特別

支援学校の状況や介護等体験で留意すべき事項について説明を行い、小・中学校教職免

許状の取得の一助を担っている。 

【福祉社会学部（児童学科）】 

大学のホームページにおいて教員養成の取組に関する記事や年々増加する教員採用試

験の合格者の情報を掲載し、本学の教員養成への熱意を伝えている。 

入学が決定している学生に対して、入学前に「ウォーミングアップ学習」と称し、本学科へ

の入学を希望した動機や今後の大学生活への思いをレポートにまとめて提出させ、そのレポ

ートに教員が学習意欲を喚起するコメントを記入し返却している。 

【国際文化学部（音楽学科）】 

新入生ゼミナールや 2 年次、3 年次における教職科目内にて、教職に従事することの重責

への理解と同時に、教育学部に準ずる継続的な学びを意識できるように座学・実技・実習科

目を配置する工夫をしている。 



 

 

 

［取り組み上の課題］ 

開放制の学部における教職課程履修条件の設定は、１，２年次の海外留学とのバッ

ティングや、GPA は低いが強く教職を希望する学生へのケア等の課題を残している。 

以下は、各学部ごとの課題である。 

【経済学部】 

複数の教員免許を取得できることが最大の特徴であるが，多くの免許を取得するには他科

目との時間割上での重なりが生じてしまう。そのため，多くの免許を取得希望している学生に

とっては単位修得に難しいことがあることを挙げることができる。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

コロナ禍の影響で、積極的なオープンキャンパスの開催や学校紹介のための高等学校へ

の訪問が実施しにくい現状である。 

【福祉社会学部（児童学科）】 

入学前に教職という確固たる進路先を描いて入学してくる学生は、そう多くはないという現

状を踏まえて、入学当初から４年後の出口がどのような状況なのか、これまで以上に丁寧に

説明していく必要がある。 

【国際文化学部（音楽学科）】 

学科全体で教職課程を育成・支援できるように体制は整えているが、綿密な情報交換を

行うことが難しく、一極に情報を集中させ、適切に支援できるというシステムが無いことから、よ

り安定した課程運営を行う為にも、教員配置の工夫が求められる。 

 

（２）基準項目２－２ 教職へのキャリア支援 

［現状説明］ 

全国的な、特に小学校における教員不足もあり、児童学科における小学校教員希望

者の小学校教員就職率は 90％を超えている。一方で、鹿児島県では、中学校や高等

学校での新規教員募集数は、学校の統廃合も進み低調に推移している現状にあり、教

員採用試験は相変わらず難関である。 

こうした中、本学の実習支援課では、自治体ごとの教員募集要項や試験情報、教員採

用試験を受験した学生の体験談などを学生に提供している。資格教育センター、就職キャリ

アセンターでは、就職希望調査や適性検査、求人情報紹介、面接マナー研修なども行って

いる。また、就職キャリアセンターと連携し、大学推薦等の情報を学生と共有している。大学

推薦により、毎年合格者を出しており、学生のキャリア支援に役立っている。 

教職課程を希望する学生は、1 年次または 2 年次に実施される「教職課程履修希望者説

明会」に出席し、「履修希望願」を提出する。その後、個々の学生の学習状況をきめ細かく把

握するために「履修カルテ」を作成し、担当教員に提出後、最終的には実習支援課に提出

する。これは、教職課程履修時から教育職員免許取得まで継続して作成されている。 

この履修カルテの内容は以下の様になっている。 

履修カルテＡ 

➀教科及び教科の指導法に関する科目の履修状況 

②「大学が独自に設定する科目」の履修状況 

③「教育の基礎的理解に関する科目等」の履修状況 



 

 

履修カルテＢ 

➀必要な資質能力についての自己評価 

②教職に関する体験・実習等の状況 

③教職を目指す上でさらに身に付けなければならないと考えている事項 

この「履修カルテ」の作成は、以前は紙媒体であったが、現在は学生情報システムから直接

入力できるようになっている。 

これらの取組の成果は、この 3 年間かつて現役では合格しなかった中学校音楽教員

に毎年合格者を出し、中学校英語、中学校国語、中学校社会、高等学校商業科等で現

役合格者を出すようになっている。 

これらの目に見える成果は、教職志望学生に対するきめ細やかな支援も成果をあげ

ていると考える。以下は各学部における教職へのキャリア支援の現状の特色である。 

【経済学部】 

1 年次では、教職課程履修希望者に対して説明会を実施し、教職に対する自覚と責任、

意欲喚起への指導をしている。 

2 年次から教職希望者を対象に、特別プログラムを開講し、支援している。 

3 年次において、各教科教育法の講義において教職に対する理解、教員に求められる資

質や責任、教育実践への意欲喚起等の指導をしている。さらに、「履修カルテ」を用いて教

職課程履修時から取得に向けて教職への理解と責任、意欲喚起や自己の適性について理

解を深めることのできる指導をしている。 

4 年次では、「教育実習Ⅰ・Ⅱ」や「教職実践演習」などにおいて、教職に対する心構えや

責任、教育実践への理解について、個別指導も含めながら指導している。さらには、教員採

用試験に向けての指導を通して、教職に対する意欲喚起や教職への理解を深めることがで

きる指導を行っている。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

社会福祉学科では、学科独自に、中学校社会、高等学校福祉、特別支援学校の教員採

用試験合格に向けて、筆記試験、指導案作成、模擬授業、小論文、面接等の指導を行って

いる。その際、卒業生に経験談を発表してもらう取り組みも行っている。また、教職課程の学

生が自己学習できる部屋を設置し、個別及び学生同士が学習に取り組むことができる環境を

設けている。個別での学習や同じ目標に向かって学習する仲間との連携を通して、特別支援

教育に関する専門性を高めることができる。さらに、本県の特別支援学校との情報交換を行

い、講師として勤務を希望する学生やゼミ担当者等に対して、広報活動を行っている。 

【福祉社会学部（児童学科）】 

進路については、就職キャリアセンター、実習支援課はもとより、本学科の教員やゼミ担当

教員による個人面談などを通じて、一人一人のニーズを把握し、進路情報を提供している。 

 初等教育・保育教育においても、小学校、幼稚園への見学実習を行い、より早期に現場を

体験したり、現職教員による講義の機会を用意したりして教師の仕事の理解を促進するよう

努めている。 

【国際文化学部（音楽学科）】 

管弦打楽器専攻の学生において、副科ピアノ・副科声楽・伴奏実習という３つの科目を相

互に継続性を持たせた履修配置にすることで、教育実習や採用試験に向けた準備が十分

に施されるよう配慮されている。またピアノや声楽、作曲を専攻する学生においては、吹奏楽



 

 

指導法、合唱指導法、指揮法などの履修により、教育現場に出ることを意識したキャリア支

援に配慮された科目が配置されている。 

 

［長所・特色］ 

児童学科の小学校教員希望者に代表される現役合格率の急上昇は、小学校の倍率低

下だけでなく、実務家教員や実習支援課を中心とした面接や模擬授業指導の成果とも

言える。児童学科の実務家教員は同学科以外の全学の学生にも個別面接指導の門戸を

開いている。以下に、各学部ごとの特色を述べる。 

【経済学部】 

教員免許取得希望者以外においても、新入生オリエンテーション時に説明を実施している。

また、年度後半において、実習支援課において「教職課程履修説明会」を実施している。関

係部署との連携が図られており、希望者に対して手厚い支援が実施できている点にある。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

社会福祉学科では、本学の実習支援課や資格教育センター、就職キャリアセンターと連

携した学生支援を組織的に行っている。 

特別支援学校（社会）や中学校（社会）の教員採用の競争率は、小学校の競争率と比較

して高いが、毎年、大学推薦を含め、合格者を出しており、学科独自の学生支援は一定の

成果をあげている。また、卒業生に経験談を発表してもらう取組は、在学生の学ぶ機会となる

だけではなく、卒業生のリカレント教育の意味合いも担っている。 

社会福祉学科では、本県の特別支援学校との情報交換を行い、特別支援学校が求める

人材を講師として紹介し、本県教育の推進に役立てている。 

学生に、履修カルテを作成させることで、早期から教職に対する意識付けを行いながら、

丁寧なキャリア教育を実施している。さらに、教職課程を履修するには、取得単位数や平均

点のハードルがあり、学生の大学生活における中だるみを防止している。 

本学の介護等体験を希望する学生に対し、社会福祉学科の教員が特別支援学校の状況

や介護等体験で留意すべき事項について、説明を行っている。 

社会福祉学科の学生だけではなく、他学部・他学科の学生の特別支援教育に関する演

習論文作成の指導・助言を行っている。また、社会福祉学科だけでなく、他学部・他学科の

学生で特別支援学校の講師を希望する学生に、学校の現状や児童生徒の状態等を説明し

たり、実際に学校を参観したりできるようにし、特別支援学校との連絡・調整を行っている。 

【福祉社会学部（児童学科）】 

学科の学生・教員で組織している児童学会には、学生の主体的な研究の場があり、自身

の興味を掘り下げることができるようになっており、学科独自の「教員採用試験対策講座」も

開講し、成長する意欲をサポートしている。 

また、教員採用試験対策にとして、小学校教職課程の関係職員が連携し、夏休みの教員

採用試験模擬面接、春休みの教員採用対策講座などを実施している。 

令和４年度には、小学校教員として現役５６人（受講者の 9 割以上）が教壇に立って県内

外で活躍している。 

 さらに、4 年次の教職実践演習では、鹿児島県教育委員会と連携して、教職員課及び義

務教育課等の指導主事等による教員としての心構えや基本的な教材研究等の講話指導や

本学の実務経験のある教員による具体的な実践的授業を実施している。  



 

 

【国際文化学部（国際文化学科）】 

学校教育において必要とされる分野の専門的な学びを、幅広くできるように工夫されてい

る。 

【国際文化学部（音楽学科）】 

特にピアノや声楽実技から伴奏実習への連携や、吹奏楽から吹奏楽指導法や指揮法、

合唱から合唱指導法への連携を行うことで、在学期間に多くの現場に即したキャリア支援を

目指した科目履修ができるよう、配慮されている。 

 

［取り組み上の課題］ 

本学学生の教職課程履修者は圧倒的に鹿児島県での教職を目指していて、県外での

教職に関心が薄いのは事実である。関東関西の各都府県や政令市の推薦選抜の案内を

周知しても応募する学生が少数であることは課題である。 

また、教職に就くことへの支援においては、特に期限付き採用等にあって、就職キ

ャリアセンターと実習支援課、各ゼミ教員 3 者の連携に改善の余地がある。  

以下に各学部ごとの課題を説明する。 

【経済学部】 

例年数名であるが、教員免許取得志望をしていながら、諦めてしまう学生もいる。そのよう

な学生に粘り強く取り組むよう支援する体制を整える必要があると考えられる。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

中学校教諭、高等学校教諭、特別支援学校教諭免許状取得のための教育実習が全て 4

年次に配当されている。学生の能力や適性、意欲等を適切に確認して教育実習を行うことが

必要であり、今後は、特に、特別支援学校での観察・参加の体験の確保を行い、教師を目指

した資質の向上を図る必要がある。 

 鹿児島県での教員を希望しているが、講師としての採用が多く、また、卒業後に教員採用試

験を再受験して、採用されている者も多い。現役で合格するための支援をすることが一層求め

られている。  

【福祉社会学部（児童学科）】 

キャリア支援について、昨今は小学校教員の募集枠が広くなり教員採用試験受験者が増

加してきた。今後、このような状況が続くことを想定すると、本学科だけの教員だけでは対応し

きれないため、全学的な立場で組織化を図っていく必要がある。 

【国際文化学部（音楽学科）】 

教育実習総括において、音楽科教育に携わる人物として相応しい素養、すなわち歌を歌

う、ピアノを弾くという２つの分野において実力が不足しているという指摘を受けることは近年

において少なくなったものの、まだ十分であるとは言えない。大学入学試験でのこれらの分野

の審査課題が課せられていないために、初修者が実際に在学期間 4 年間で学び、現場に出

ていく実態があることから、更なる積極的な実技習得に関する支援の充実が望まれる。 

 
基準領域３ 適切な教職課程カリキュラム 

（１）基準項目３－１ 教職課程カリキュラムの編成・実施 

［現状説明］ 

本学の教職課程カリキュラムの編成ならびに実施においては、本学の建学の精神を



 

 

背景にした「実践的実力」を育成する教育方針の下、単なる免許法上の単位取得に留

まらず、鹿児島県の学校教員として身に付けるべき資質の育成を視野に改変を進めて

きた。また、教職課程の質保証の観点から、教職に関わる授業のシラバスについては、

各学科長の点検を要請し、最終的に教職課程・教育実習員会で確認している。 

以下に福祉社会学部の特色ある取組について現状を説明する。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

ＣＡＰ制を踏まえながら、卒業までに修得すべき単位を有効に活用して、建学の精神の趣

旨を踏まえた「福祉を理論と実践で支え、社会に必要とされる人材」の育成を目指し、社会福

祉士国家試験受験資格取得と教職免許状取得のダブル資格の取得ができるようにしている。

履修により、取得できる教育職員免許状は、中学校教諭一種免許状（社会）、高等学校教

諭一種免許状（公民、福祉）、特別支援学校教諭一種免許状と、さらには、司書教諭の資格

の取得も可能である。 

免許状に必要な単位数は、教育職員免許法施行規則第 66 条の 6 に定める科目として設

定されている 4 科目 19 単位のうち、9 単位の習得を求めている。教科及び教科の指導法に

関する科目として、中学校社会は 6 科目 54 単位のうち 30 単位、高校(公民)は 4 科目 46 単

位のうち 34 単位、高校(福祉)は 8 科目 45 単位のうち 41 単位の習得を求めている。教育の

基礎的理解に関する科目として、中学校教諭免許状は 27 単位、高等学校教諭免許状は 23

単位の取得を求めている。特別支援学校教諭免許条は、特別支援教育に関する科目として、

27 単位の習得を求めている。 

教員免許の取得に関する教職・資格に関する規程を作成し、学生便覧に掲載するととも

に、教職課程履修規程を作成し、履修要項として学生に示している。これらのカリキュラムは、

教職課程科目以外の科目等との系統性をできる限り確保するように教務課、実習支援課、

社会福祉学科が連携し、コアカリキュラムに対応する教職課程カリキュラムとして編成してい

る。 

ＩＣＴ機器を活用し、情報活用能力を育てる教育への対応としては、情報処理の科目を開

講している。また、障害による学習上又は生活上の困難さの改善・克服や合理的配慮の推進

にＩＣＴ機器の活用が大きな役割を果たすことから、特別支援教育に関する授業においては、

ＩＣＴの効果的活用事例や授業実践などを紹介し、ＩＣＴ機器を具体的に活用できる資質や能

力を高めている。 

教育課程シラバスにおいて、各科目の学修内容や評価方法を学生に明示し、学生情報シ

ステムを利用して、いつでも、どこでも閲覧できるようになっている。 

教職課程履修細則に、教育実習を行う上で必要な履修要件と、履修要件を満たしても、

履修を取り消すことがある場合を明記している。また、教育実習を実りあるものとするように、教

育実習ハンドブックを作成し、実習中の心得を示すとともに、「教育実習Ⅰ・Ⅱ」や「特別支援

教育実習」の授業や「教育実習説明会」、「教育実習内諾訪問説明会」などで教育実習の意

義や価値、魅力などを学生が理解できるようにしている。 

個々の学生の学習状況をきめ細かく把握するために「履修カルテ」を作成している。担当

教員に提出後、最終的には実習支援課に提出する仕組みを取っている。教職課程履修時

から教職職員免許取得まで継続して作成する。 

【福祉社会学部（児童学科）】 

教育・保育の現場に留まらず、現代の子どもたちを取り巻くあらゆる諸問題を真摯に考え、



 

 

教育と福祉の両側面から「子ども学」を学べるようになっている。2 年次以降、福祉科目に重き

を置いた「保育系コース」と教育科目に重きを置いた「児童教育系コース」に分かれて学んで

いくが、全学科生が「小学校教諭」「幼稚園教諭」「保育士」の 3 つの免許・資格を同時取得

可能なカリキュラムとなっている。 

教職課程科目のシラバスにおいては、鹿児島国際大学シラバス作成マニュアルに則って、

アクティブラーニングやグループワーク、ＩＣＴを取り入れた授業、現場での授業づくりに直結

するように、学習指導案作成や模擬授業等が盛り込まれている。 

 

［長所・特色］ 

本学の教職課程カリキュラム上の大きな独自性は、教育実習を４年生前期に 15 回

授業として時間割表に位置付けていることがあげられる。このことによって、事前事

後指導が丁寧に時間をかけて行われている。 

各教科教育法にかかる授業はほとんどの場合、学校教育現場での実務経験のある教

員によって行われている。 

先述の三島村学校体験プログラムや離島へき地教育の授業等、鹿児島県の学校教育

のニーズに少しでも応えるカリキュラムの改変を進めてきている。 

以下に、各学部の特色を説明する。 

【経済学部】 

学生に多くの負担を強いることがないよう、教職に関する科目（教科及び教科の指導法に

関する科目、教育の基礎的理解に関する科目）を適切に教育課程上で編成している。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

ＣＡＰ制を踏まえながら、建学の精神の趣旨を踏まえ、社会福祉学科では鹿児島社会福

祉入門を履修指定科目とするなど、福祉を理論と実践で支え、地域社会に必要とされる人材

の育成を目指している。また、「教職実践演習」では、専門的知見を生かした模擬授業や主

体性、協調性の重要性、理想とする教師像を扱うことで、福祉の理論と実践の融合を図って

いる。 

大学が独自に設定する科目として、6 つの授業科目を開講している。 

本学で特別に開催される鹿児島県総合教育センター講座「目指そう！かごしまの教師」の

研修会を広報し、学生が受講できるようにしている。この講座の中で、かごしま教員育成指標

に関連した内容を学ぶことができる。 

社会福祉学科と教務課、実習支援課など関係部署が連携して、教職課程科目相互とそ

れ以外の学科科目等との系統性の確保を図りながらカリキュラムを作成している。 

社会福祉では、人権を尊重し、相手の立場になって考えることができる資質や能力が必要

とされることから、教職課程では、アクティブ・ラーニング（「主体的・対話的で深い学び」）を多

くの授業に取り入れ、グループワークの方法論や実践など通して、コミュニケーション能力や

相手の立場になって考える能力、他機関・職種と連携する能力の育成を行っている。 

履修カルテは、紙媒体であったものが、現在は学生情報システムから直接入力できるよう

に改善され、ゼミ担当教員も取組状況確認できるようになり、教職実践演習担当教員が取り

まとめの指導を行っている。教職課程履修時から継続的に確認・指導を行うことで、個々の履

修状況を把握することができ、教員免許状取得件数や教員就職率向上に役立つことが期待

できる。 



 

 

【福祉社会学部（児童学科）】 

各教科教育法に関する授業は、学校現場での実務経験が豊富な教員が学校現場の状

況や教員としての必要な資質・能力等についても触れながら、具体的に模範となる授業録画

や現場の教員を特別講師として招聘し実践的な授業を行っている。 

また、シラバスには、学生主体の学びとなるように「科目の概略・ねらい・意義」や具体的な

授業の方法などについて、学生の興味・関心が高まり、学習意欲を喚起するように工夫され

ている。特にそこには、定期的に行われる授業評価アンケートの学生からの意見要望が反映

されている。 

【国際文化学部（国際文化学科）】 

主たる免許の取得のみならず、隣接する免許や資格（司書教諭・司書・博物館学芸員・日

本語教員）が取得できるよう、カリキュラム編成の工夫を行っている。 

 

［取り組み上の課題］ 

一部の中高の課程において、教科教育法の専任教員が不在で、非常勤講師に依頼し

ている場合がある。このことは学校現場と本学の種々の連携を希薄化する懸念が存在

するのは事実であり、早急な人事補充が必要であろう。 

各学部ごとの課題は以下の通りである。 

【経済学部】 

複数免許取得希望学生において、教育の基礎的理解に関する科目と教科及び教科の指

導法に関する科目が時間割上重なってしまうことがある。そのことについて解消することが難

しい現状にあり、その点が現状の課題と考えられる。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

今後は、令和４年７月に改正された特別支援学校教諭免許状コアカリキュラムに対応した

教職課程カリキュラムを編成していく。併せて、教員養成指標等を踏まえた今日の学校教育

に対応する内容上の工夫を行っていく。 

教員免許を取得する学生を含む全学生に PC を貸与しているが、タブレット PC、タブレット

端末などを利用する環境が整えられていない。 

履修カルテのデジタル化は、令和４年度が初年度であり、今後、十分に活用できるような

取組が必要である。 

【福祉社会学部（児童学科）】 

学校現場では、一人１台のタブレット配布が終了し、授業充実のための IⅭT の導入が進

みつつあるが、本学科においては学生一人一人が IⅭT 機器を保有している状況にない。

ICT 教育の講義内容について機器を活用して実践練習するに至っていないため、早急な対

応策と IⅭT 機器の導入が必要である。 

【国際文化学部（国際文化学科）】 

上述の長所を実現するには時間割編成の工夫のみならず、学生の意識的な履修行動が

必要である。そのため早期からの適切な履修指導が必要である。 

 

（２）基準項目３－２ 実践的指導力養成と地域との連携 

［現状説明］ 

本学の建学の精神及び実践力を謳う教育の理念のもと、教員養成においても実践



 

 

的指導力の育成は極めて重要な観点となる。その実践力の向上のために、離島僻地が

多く存する鹿児島県の学校教育現場の現状から、離島へき地教育の授業や三島村学校

体験プログラム等を準備してきた。また、その目的のため、鹿児島県教育委員会や各

市町村教育委員会、鹿児島県総合教育センター等との連携協力も積極的に行ってきて

いる。鹿児島県教育委員会や鹿児島県総合教育センターとの意見交換の場も設定し、

鹿児島県教育委員会が設定した鹿児島県教師育成指標に関する意見交換も少しずつ

ではあるが行っている。以下は、各学部ごとの特色である。 

【経済学部】 

鹿児島県は地理的特徴上、離島が多く、学校も点在している。他県には見られない離島

での教育もある。そのような教育について体験できるプログラムを組み入れている。経済学部

学生も多く参加している 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

３年時に、特別支援学校や同一学園の中学校・高等学校を訪問する機会を設け、児童生

徒の様子や実際の授業、施設・設備等を見学する機会を設定している。 

全学的に、三島村教育現場体験を実施し、離島教育、地域との連携を進めている。また、

中学校社会科における卒業生の教育実習時での授業のビデオ視聴や鹿児島大学教育学

部附属特別支援学校及び鹿児島県総合教育センターの研究提携校の出水養護学校の

Zoom 配信された研究公開授業の視聴をする機会を設けている。 

教育実習に関する授業では、学習指導案にもとづいた模擬授業を実施し、反省会や討議

（グループ討議、テーマを定めてのパネルディスカッション）を行っている。 

教育実習期間中は、学生・教育実習校と常に連絡を取って、状況等を確認したり、教育実

習校への巡回訪問指導を行ったりしている。離島や県外の学校で実習する学生もいるが、で

きるだけ巡回訪問指導を行い、学生や教育実習校との連携を図っている。 

学生が、介護等実習や福祉実習等で現場体験した施設や自分が居住する近隣の特別支

援学校や社会福祉施設等の行事(運動会や講演会など)でスタッフ補助として運営に当たり，

学生が児童生徒をサポートするボランティア協力を行っている。 

【福祉社会学部（児童学科）】 

実践的指導力養成のために、幼稚園、小学校の教職課程では 1 年次から早期の段階で

近隣の教育現場との関りをもつための現場参観を導入している。 

また、教育実習においては、事前、事中、事後において学生及び教育実習園・校と連絡を

取り、担当教員が巡回指導訪問を行い本人の実習課題の確認や実習状況を把握し、具体

的な指導・助言等を行っている。 

さらに、実際に教育実習校で学んだ「学力向上」「心の教育」「気力、体力づくり」の具体的

な実践紹介や自分が教員になった時の実習での成果と課題の生かし方についての教育実

習報告会実施している。そこでは、来年度の教育実習予定者からの質疑応答の場が設けら

れ教育実習に対する不安を少しでも払拭するとともに実習への意欲を高めるようにしている。 

【国際文化学部（国際文化学科）】 

教職実践演習において、近隣の鹿児島市立和田中学校や系列校の鹿児島修学館中学

高校を訪問し、授業見学や、教員による講話の機会を設けている。また、元校長を大学に招

き、教職生活全般にわたって教職についての理解を深める講話を行っている。授業作りにつ

いては、免許取得予定者全員に模擬授業を行わせることを徹底し、事後協議でリフレクショ



 

 

ンを行わせている。 

【国際文化学部（音楽学科）】 

３年次における実践的指導力養成として、鹿児島修学館中学校・高等学校にて、音楽学

科の授業見学や、地域との連携として、三島村教育現場体験への参加などを行っている。   

［長所・特色］ 

ゼミ等を単位とした学校インターンシップや学校ボランティアの活動や、三島村学

校体験プログラム等、鹿児島県の教育ニーズを反映した取り組みに大きな特色を持っ

ている。 

鹿児島県には 28 の有人離島がある。その中の三島村には、（竹島・硫黄島・黒島）に四つ

の義務教育学校が存在する。本学では、平成 21 年度から三島村との交流として派遣を始め、

これまで延べ 81 人の学生を送り出してきた。すべての学部・学科から異年齢の選考を経て派

遣を続けてきている。三島村教育委員会の協力で、互いの貴重な教育事業として続いてきて

いる、特色ある地域連携である。 

三島村に行くためには、週4回の村営船を使う。学生には、民宿を使った基本５泊６日の

長期体験を位置付けている。そして、令和４年からは、これまでの３年生以上から２年生以上

と対象の幅を広げながら募集をかけ、8人を選考（７月）～事前研修（８月）～実体験（９月）～

報告書まとめ（１０月）～報告会（１１月）の流れで、学生たちに生きた離島教育を学ばせてい

る。 

 鹿児島で教師になるためには、教育実習の前に離島の経験を積むべきである。三島村に

は、他県等を含む「しおかぜ留学生」が現在 25 名在籍し、義務教育学校のよさを生かした家

庭的なつながりで、独自の特色ある教育が推進されている。他都道府県にはない、この貴重

な体験活動は、鹿児島県らしい離島教育として、本学の重要な地域連携の手段となってい

る。 

以下は、各学部ごとの特色である。 

【経済学部】 

例年 9 月に離島教育を体験できるプログラムを組み入れている。経済学部学生にも積極

的に参加を奨励している。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

社会福祉学科自体が社会福祉士国家試験受験資格の取得がベースになっているため、

ソーシャルワーク実習等も行っており、教員免許取得に留まらず、福祉全般の実践的な知

識・技能や思考力・判断力・表現力等を身に付けることができる。 

特別支援学校教員養成課程の担当者は、3 人共に実務経験があり、実践的指導力を特

に重視しながら指導内容を組み立てている。また、鹿児島県内の特別支援学校と常に情報

交換を行っており、教育実践の最新情報についての連携も密に行いながら学生にも還元し

ている。 

 学生がビデオや Zoom を視聴し、感想・意見を発表し、それに伴う指導・助言等を行うことを

通して、授業に対して具体的なイメージをもったり、早い段階で教育実習に対する見通しや

意欲をもったりすることができるなど、実践的指導力を高めることにつながっている。 

 教育実習報告会や特別支援学校教育実習報告会を毎年実施し、教育実習の振り返りや

反省等を行っている。特別支援教育実習報告会には、実習した学生だけでなく、２・３年生の

教職課程の学生も参加し、特別支援教育実習に向けた見通しがもてるようにしている。３年



 

 

生が司会・記録等を行い、適宜、教員が指導・助言する体制を取っており、また、教育実習

の報告に留まらず、実習日誌や指導案の作成や授業の在り方についても意見交換すること

で、主体性や特別支援教育実習への積極的に関わろうとする意欲を高めている。 

【福祉社会学部（児童学科）】 

鹿児島県教育委員会からの「教師になる人へ」をテーマにした講話や教育実習後の教職

演習の場で、現場で役立つ授業力向上や学級経営の実践集を作成し冊子にして現場で活

用するようにしている。 

児童学科学生にも、三島村の離島教育体験に参加するよう奨励している。 

 【国際文化学部（国際文化学科）】 

学科の教職担当教員の演習において、社会教育諸機関（少年自然の家、コミュニティ協

議会等）と連携して教職課程教育を行っている。また、学校支援ボランティアとして、鹿児島

市立谷山小学校の教育活動に協力し、水泳授業の見守りやまちたんけんの引率補助などを

行っている。さらに、鹿児島市と連携して、困難な家庭状況にある子どもたち向けの学習支

援ボランティアに参加している。令和 4 年度はここで活動を行った 4 人が教師となった（公立

正規 3 名、私立 1 名）。高校においては鹿児島県立錦江湾高校（SSH 指定）の課題研究活

動に学生が入り、生徒と対話を深めることで生徒の探究活動の支援を行っている。このことで

将来の教師としての探究活動の指導力の育成を図っている。 

 【国際文化学部（音楽学科）】 

学校現場での実際の職員業務などを学生たちが見学することで、早期からの教育現場で

の就業に対する責務などを自覚し、各自のモチベーションを上げる効果がある。 

［取り組み上の課題］ 

大きな特色を持つ三島村学校体験プログラムも、三つの各島における受け入れ可能

人数の制約もあり、毎年８名ずつである。奄美地区まで伸ばすとなると経費負担の大

幅な増加も懸念される。各学部ごとの課題は以下の通りである。 

【経済学部】 

三島村学校体験プログラムは、参加者が 8 名と上限があることなど，希望者全員が参加

できるわけではない。また，教育の情報化に十分に対応できるような実践的指導力の養成に

関する教育課程であるとは言えない。今後は，そのような指導力育成に関する科目を開設し

なければならないことが課題であるといえる。 

【福祉社会学部（社会福祉学科）】 

地域の子どもの実態や学校における教育実践の最新の事情については、ビデオや Zoom、

資料等を通して、学生がより具体的に把握できるようにしているが、コロナ禍にあり、学生が学

校等を訪問して直接目の当たりにする機会が少なくなっている。様々な事態を想定して代替

活動等の検討を進める必要もある。 

教育実習の確保については、実習支援課が学校や関係機関等と連携して行っており、支

障を生じていることはないが、コロナ禍の状態で、教育実習先や実習期間の変更も生じてい

ることから、学校や関係機関ときめ細やかな連携が今後も必要である。 

【福祉社会学部（児童学科）】 

新型コロナウイルスの影響で十分な体験活動を実施できなかった。これからは、

アフターコロナを見据えた取り組みが必要となる。附属幼稚園である鹿児島幼稚園と

の連携については、従来の幼稚園教職養成のための実践の場という枠を広げ、幼小連



 

 

携や特別支援教育・子育て支援などを共同で考える場として一層の充実を目指したい。

そのために幼稚園連絡会を再開させ、附属園と本学科双方の課題について情報交換を

始めたところである。 

【国際文化学部（国際文化学科）】 

履修者が多いため、連携先の負担を考慮した活動形態を模索する必要がある。また、ボラ

ンティアだけでなく、様々な活動の単位化も、学校インターンシップ等の科目を開設するなど

して考えていく必要がある。 

【国際文化学部（音楽学科）】 

離島勤務のある鹿児島県では、三島村教育現場体験での現役教師と生徒たちとの交流

体験により、一層の意欲向上に寄与していることが挙げられる。一方で、参加者選抜による

人数制限を伴うことから、他の教育現場などにその機会を拡大していくことが今後望まれ

る。 

 
Ⅲ 総合評価（今後の教職課程教育・運営の課題） 

鹿児島国際大学の教職課程は、法令に則り正しく運用されていると言え、それは令和 4 年

度においても確認された。 

本学の教職課程担当教員数もすべての教職課程で法令上の人数を充たしており、福祉社

会学部を中心に実務家教員が多く配置されていることも特色である。しかし、一部に教科教育

法担当者など専任教員が不在で非常勤講師を充てている。法令上の専任教員数はみたして

いるとはいえ、より細やかな教職課程カリキュラムの実施において、教員配置の充実は今後の

課題といえる。 

本学は「離島へき地教育」の授業の開講や、三島村での学校体験プログラム、学校インタ

ーンシップ等、鹿児島県の学校教育の実情に呼応した教員養成を目指していることも大きな

特色である。 

以上の高く評価され得る本学の教職課程であるが、教職課程・教育実習委員会の位置付

けが中教審の求めたものに届いていないことも大きな改善すべきことである。また、ICT の活用

は学校現場ですでに開始されており、本学においても免許法上の要請を充たすシラバスを作

成して教職課程の学びを実現している。しかし、パソコンの学生への貸出は実施されているも

のの、タブレット端末については明らかに不十分であり、これを整備していくことは教職課程に

おける実践力養成において急務となっている。 

 

 



 

 

Ⅳ 「教職課程自己点検評価報告書」作成プロセス 
 
 
 令和３年 10～12 月 

  ・ 自己点検評価実施方法等の理解（実施の意義及び実施） 教職課程の質保証のための

ガイドライン検討会議作成資料の読み合わせ（学校教育法第 109 条第１項） 

（学校教育法施行規則第 166 条） 

  ・教職課程自己点検評価：令和４年度～義務化に伴い示された大綱の理解。 

 

 令和４年 3 月 

法令由来事項の確認，今後の方向性検討（組織メンバー，実施方法等） 

 ワーキングチームを核にして最終ゴール（公表・提出）を見据えた作業へ             ・

役割分担により，対象項目についての点検・評価活動の下準備 

     ・本学の「個性・特色」や「直面する課題」をリフレクションする。 

     ・自己点検評価を進める組織として,教職課程・教育実習委員会を定める。 

  

令和４年４～６月 

    自己点検評価の実施方法の具体的な観点・書式等の検討・協議   

 委員会を核にして最終ゴール（公表・提出）を見据えた作業  

新メンバーを中心に，委員会を発足，役割分担 

    検証方法（対象項目，期間，実施方法等）を全学部・学科で共有 

 

令和４年７月～令和５年２月 

  自己点検評価の実施（教職協働を基本）委員会を核にして最終ゴール（公表・提出）を見

据えた作業 

各学部・学科内での役割分担により，対象項目についての点検・評価活動 

    「個性・特色」や「直面する課題」をリフレクション 

 

  令和５年３月 

   自己評価報告書の完成・確定 

   手がけてきた作業を集約，既定の様式（書面）へのまとめ上げ 

   教職・教育実習委員会での最終確認 

   大学運営会議～教授会等を経て責任主体（学長）からの承認  

   

  令和５年４月 

   課題解決を図る次年度の自己点検に向けて令和５年度スケジュールの確認 

 
 
 
 
 



 

 

Ⅴ 現状基礎データ票                   令和４年５月１日現在 

設置者  津曲 貞利  

大学    鹿児島国際大学  

学部名称  経済学部  福祉社会学部  国際文化学部  

学科やコースの名称（必要な場合）  経済学科  経営学科  
社会福祉学

科  
児童学科  

国際文化学

科  
音楽学科  

取得可能な免許種  中一種  
(社会 ) 

中一種  
(社会 ) 

中一種  
(社会 ) 

幼一種  
中一種  
(国語 ) 

中一種  
(音楽 ) 

     
高一種  
(地歴 ) 

高一種  
(地歴 ) 

高一種  
(公民 ) 

小一種  
中一種  
(英語 ) 

高一種  
(音楽 ) 

     
高一種  
(公民 ) 

高一種  
(公民 ) 

高一種  
(福祉 ) 

  
高一種  
(国語 ) 

  

     
高一種  
(商業 ) 

高一種  
(情報 ) 

特支一  
種 (知 ) 

  
高一種  
(英語 ) 

  

       
高一種  
(商業 ) 

        

1 卒業者数、教員免許取得者数、教員採用者数等 （令和３年度）       

①  昨年度卒業者数  144 131 66 129 86 17 

②  ①のうち、就職者数  215 176 66 

  （企業、公務員等を含む）  
      

③  ①のうち、教員免許取得者の実数  8 10 13 119 15 10 

  （複数免許取得者も 1 と数える）  
      

  取得免許状（延べ数）  
      

  幼稚園教諭一種免許状  
   

100 
  

  小学校教諭一種免許状  
   

99 
  

  中学校教諭一種免許状（国語）  
    

5 
 

  中学校教諭一種免許状（社会）  6 2 13 
   

  中学校教諭一種免許状（音楽）  
     

10 

  中学校教諭一種免許状（英語）  
    

7 
 

  高等学校教諭一種免許状（国語）  
    

7 
 

  高等学校教諭一種免許状（地理歴史） 5 5 
    

  高等学校教諭一種免許状（公民）  6 
 

11 
   

  高等学校教諭一種免許状（音楽）  
     

10 

  高等学校教諭一種免許状（情報）  
 

3 
    

  高等学校教諭一種免許状（商業）  
 

8 
    

  高等学校教諭一種免許状（福祉）  
  

9 
   

  高等学校教諭一種免許状（英語）  
    

8 
 

  特別支援学校教諭一種免許状（知）  
  

13 
   

④  ②のうち、教職に就いた者の数  4 2 12 66 4 4 

  （正規採用＋臨時的任用の合計数）              

④のうち、正規採用者数  0 0 4 48 1 0 

④のうち、臨時的任用者数  4 2 8 18 3 4 

２ 教員組織 （令和４年度）               

  教授  10 11 7 7 15 7 

  准教授  3 5 6 9 5 1 

  講師  2 2 2 1     

  助教        1     

  その他（      ）              

  相談員・支援員など専門職員数              

 


